
職 補 ― ７ １

令和３年３月３１日

人 事 院 事 務 総 長

「災害補償制度の運用について」の一部改正について（通知）

「災害補償制度の運用について（昭和４８年１１月１日職厚―９０５）」の一

部を下記のとおり改正したので、令和３年４月１日以降は、これによってくださ

い。

記

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分をこ

れに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分のように

改める。

改 正 後 改 正 前

第１１の２ 介護補償関係 第１１の２ 介護補償関係

１～３ （略） １～３ （略）

４ 規則１６―０第２８条の３の ４ 規則１６―０第２８条の３の

「人事院が定める額」は、次に 「人事院が定める額」は、次に

掲げる場合の区分に応じ、それ 掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める額とする。 ぞれ次に定める額とする。

⑴ 介護を要する状態の区分が ⑴ 介護を要する状態の区分が



規則１６―０第２８条の２の 規則１６―０第２８条の２の

表常時介護を要する状態の項 表常時介護を要する状態の項

に該当する場合（⑵において に該当する場合（⑵において

「常時介護を要する場合」と 「常時介護を要する場合」と

いう。）において、一の月に いう。）において、一の月に

介護に要する費用を支出して 介護に要する費用を支出して

介護を受けた日があるとき（ 介護を受けた日があるとき（

⑵に掲げる場合を除く。） ⑵に掲げる場合を除く。）

その月における介護に要する その月における介護に要する

費用として支出された額（そ 費用として支出された額（そ

の額が１７１，６５０円を超 の額が１６６，９５０円を超

えるときは、１７１，６５０ えるときは、１６６，９５０

円） 円）

⑵ 常時介護を要する場合にお ⑵ 常時介護を要する場合にお

いて、一の月に親族又はこれ いて、一の月に親族又はこれ

に準ずる者による介護を受け に準ずる者による介護を受け

た日があるとき（その月に介 た日があるとき（その月に介

護に要する費用を支出して介 護に要する費用を支出して介

護を受けた日がある場合にあ 護を受けた日がある場合にあ

っては、当該介護に要する費 っては、当該介護に要する費

用として支出された額が７３ 用として支出された額が７２

，０９０円以下であるときに ，９９０円以下であるときに

限る。） ７３，０９０円（ 限る。） ７２，９９０円（

新たに介護補償を支給すべき 新たに介護補償を支給すべき

事由が生じた月にあっては、 事由が生じた月にあっては、

介護に要する費用として支出 介護に要する費用として支出



された額） された額）

⑶ 介護を要する状態の区分が ⑶ 介護を要する状態の区分が

規則１６―０第２８条の２の 規則１６―０第２８条の２の

表随時介護を要する状態の項 表随時介護を要する状態の項

に該当する場合（⑷において に該当する場合（⑷において

「随時介護を要する場合」と 「随時介護を要する場合」と

いう。）において、一の月に いう。）において、一の月に

介護に要する費用を支出して 介護に要する費用を支出して

介護を受けた日があるとき（ 介護を受けた日があるとき（

⑷に掲げる場合を除く。） ⑷に掲げる場合を除く。）

その月における介護に要する その月における介護に要する

費用として支出された額（そ 費用として支出された額（そ

の額が８５，７８０円を超え の額が８３，４８０円を超え

るときは、８５，７８０円） るときは、８３，４８０円）

⑷ （略） ⑷ （略）

５～９ （略） ５～９ （略）

別表第２ 補償事務主任者を置く組 別表第２ 補償事務主任者を置く組

織区分（国の機関） 織区分（国の機関）

実施機関 組織区分 実施機関 組織区分

内閣府 （略） 内閣府 （略）

知的財産戦略推進 知的財産戦略推進

事務局 事務局

科学技術・イノベ

ーション推進事務

局

健康・医療戦略推



進事務局

（略） （略）

（略） （略） （略） （略）

備考 （略） 備考 （略）

以 上


